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＜内容＞
1. 研究概要

u 研究⽬的
u なぜ今、中間貯蔵施設に注⽬するのか︖

2. 研究経過
u 現地調査
u 実際に⾏ったこと

3. 成果
u 「下北の会」の活動・運動内容の整理

u 市政関連情報及び議会議事録の収集等
u 3.11直後の県⺠の声を追う

4. 今後の課題
u 収集した資料、データの分析
u 核燃新税における住⺠の声

主要参考⽂献⼀覧
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１．研究概要
u 目的：使用済核燃料の中間貯蔵施を巡るむつ市政
のあり方を、住民の目線から検討すること。
 
u 中間貯蔵施設とは、使⽤済燃料を再処理するまでの間
⼀時貯蔵する施設（※1）

u 「核の中間貯蔵施設はいらない︕下北の会」への注⽬
u 受⼊表明から現在までの主な流れ
1999年 原発敷地外での使⽤済燃料の貯蔵が可能に（※2）
2000年 施設誘致計画が表⾯化（⽔⾯下では1997年頃〜）
2003年 むつ市⻑による誘致表明
2005年 ⻘森県・むつ市・東京電⼒・⽇本原⼦⼒発電の四   
             者協定、「リサイクル燃料備蓄センター（RFS）」      
              の設⽴
2010年 中間貯蔵施設の⼯事着⼯
2011年 貯蔵建屋⼯事中断（3⽉）→再開（2012年3⽉）
2013年 貯蔵建屋1棟⽬完成
2014年 1⽉〜新規制基準対応中
2019年 新核燃税検討開始 cf.「旧」は2008年
2020年 「新核燃税条例」可決（3⽉）
2022年 同条例⼀部改定（3⽉）、総務相同意（9⽉）
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※1 「使⽤済燃料中間貯蔵施設に関する協定書」より。
※2 「原⼦炉等規制法」の⼀部改正による。
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u 中間貯蔵施設の概要：
u 事業主体︓リサイクル燃料貯蔵株式会社
u 貯蔵量︓最終的には5,000t（1棟⽬3,000t、

2棟⽬2,000tについては建設予定）
u 搬⼊元︓東電及び⽇本原電の原⼦⼒発電所
u 貯蔵⽅式︓乾式貯蔵⽅式
u 貯蔵期間︓搬⼊した⽇から50年間（使⽤済
燃料は貯蔵期間終了までに搬出する）

リサイクル備蓄センターイメージ図 出典︓RFS公式HP
（http://www.rfsco.co.jp/company/bisiness.html） より抜粋。22年7⽉24⽇閲覧。

出典︓REN Recycle Energy News（RFS広報紙 No.98）2023年5⽉より抜粋。

u 現状：
u 【新規制基準対応】の中の
「安全対策⼯事」及び「事
業開始段階保安規定」（運
⽤⽅針）審査中。

u 事業開始予定時期は「設⼯
認」許可後に検討（本来は
2010年稼働予定。これまで
7度の開始時期延期）
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u なぜ今、中間貯蔵施設に注目す
るのか？

u 原発再稼働を巡る動き
・第6次エネルギー基本計画（21年10⽉）
・岸⽥総理「原発9基稼働」指⽰（22年7⽉）
・GX推進法成⽴（23年5⽉）
・核燃サイクル協議会開催（23年8⽉）

u 使⽤済燃料の⾏き先
１）各原⼦⼒発電所内の貯蔵量
２）再処理⼯場の竣⼯予定状況
・着⼯（93年）から29年⽬（竣⼯26回延期）
３）残された選択肢としての中間貯蔵施設︖
・⽇本で唯⼀の「貯蔵施設」（むつ市）
・柏崎刈⽻原発（東電）核燃料物資移動禁⽌令
・定まっていない50年後の搬出先
・電気事業連合会や関⻄電⼒からの共有化案
・⼭⼝県上関町における調査受⼊表明

出典︓原⼦⼒資料室「使⽤済燃料貯蔵量」に加筆（https://cnic.jp/rep/?p=671） 2022年7⽉24⽇最終閲覧

【使用済燃料の貯蔵量は全体で19,240トン】
（2020年12月末現在）

⻘枠︓「中間貯蔵施設」受⼊対象となる原⼦⼒発電所（⽇本原電の
東海・敦賀、東電の柏崎刈⽻・東通）。
⾚枠点線︓施設の共同利⽤案が検討された関⻄電⼒の原⼦⼒発電
所。なお、再稼働中の原⼦⼒発電所は、関⻄電⼒の美浜・⼤飯・⾼
浜、九州電⼒の⽞海・川内、四国電⼒の伊⽅原発（2022年6⽉現
在）。
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２．研究経過
u 現地調査

u 第1回（2022年9⽉11〜12⽇）むつ市
u 第2回（2022年9⽉19〜20⽇）むつ市
u 第3回（2023年3⽉31〜4⽉2⽇）弘前市
u 第4回（2023年6⽉7〜11⽇）弘前市／⻘森市
u 第5回（2023年7⽉27〜29⽇）むつ市

u 具体的に⾏ったこと
u 2000年代初頭〜2023年までの年表作成
u ヒアリング調査とその記録の整理

①野坂庸⼦さん（22年6⽉、9⽉）
②栗橋伸夫さん（22年9⽉、23年7⽉）
③むつ市関係者（22年7⽉）

u 議会傍聴（22年9⽉）と市議会関係資料の収集
u 論⽂執筆 ⻄舘（2023）
u 県内市⺠団体の運動や活動への参加 例）⻘森県政を考
える会、核燃・黙っちゃおれんつがるの会、放射能から⼦ど
もを守る⺟親の会、など。
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出典︓「下北の会」公式HPより
（http://shimokitanokai.g1.xrea.com/index.html）22年7⽉24⽇閲覧。

「下北の会」による⾦曜⾏動の様⼦ 出典︓報告者撮影（2022年6⽉17⽇）
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３．成果 （1）「下北の会」の活動・運動内容の整理

5

6

u 年表作成（2000年〜23年）
u 活動・運動の具体的内容
（1）施設に関する市政のモニタリング

・議会／委員会傍聴
・説明会等への参加

（2）むつ市政への質問状等の送付
・要望書／質問状／申し⼊れ
・署名運動（署名提出）
・条例制定の直接請求

（3）むつ市⺠及び関連⾃治での啓発
・⾦曜⾏動
・リーフレット等の配布
・学習会／講演会の開催

（4）市⺠活動・運動間での連携
・各種集会／会合への参加

（5）調査及びデータ・資料の収集
・線量の測定
・データベースとしてのHP※年表は中間貯蔵施設関連事項（むつ市の動き中⼼）と「下北の会」の動きを併記する形で作成している。

上は2000年から2003年4⽉までの年表のイメージ。



３．成果 （1）「下北の会」の活動・運動内容の整理

u 「希望のまちづくり市⺠のつどい」
への参加をめぐって

u つどい︓2020年2⽉22⽇ 14-16開催@下北
⽂化会館

u ⽬ 的︓新税創設の検討プロセスを市⺠参画
の形で進め、新税の使途についても市⺠ニー
ズをとらえたものとするため、市⺠の皆様に
とって最も⾝近な団体である町内会のほか、
市政運営に深く関わり、市の様々な施策、計
画策定等においてご協⼒をいただいている団
体を中⼼に参加を依頼し、皆様に新税につい
ての理解を深めていただきながら、その必要
性を確認し、グループワークを通じて新税の
使い道を語っていただく場として開催（むつ
市関連資料より）
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u 「下北の会」「原発核燃をなくす下北の
会」2団体は、参加依頼団体（271団体）に
選定されず。

u 「下北の会」市に対する2度の参加申⼊→却下
u 参加了承の連絡（開催⽇前⽇）
u 会合に参加した「下北の会」関係者より

u 核燃税の話はほとんどでず、むつ市への要望を出
し合うことが中⼼→最初から受け⼊れても良かっ
たのではないか。

u ここで出た要望が核燃税の使い道として理由づけ
られるとすれば「おかしい」のではないか。

・「市民のつどい」への参加をめぐる一連の動きは、市民科学の観点から極めて重要な検証対
象事例となる。それは市民との対話に対するむつ市政のあり方自体を問うものだから。



３．成果 （2）市政関連情報及び議会議事録の収集等
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出典︓「新税創設の検討について〜使⽤済核燃料中間貯蔵施設新税調査検討特別委員会資料」（令和2年1⽉21⽇）む
つ市新税検討プロジェクトチーム、より抜粋。

①使用済燃料中間貯蔵施設新税調査検討特別委
員会（20年1月～21年6月、計10回開催）
②使用済燃料中間貯蔵施設に関する調査検討特
別委員会（21年6月～22年9月、計9回開催）

出典︓むつ市議会HP「本会議 議事録」より

・近年の動きについては特に新核燃税の導入過程に注目。市民の不安や心配はその中でどのよ
うに提起され、議論されていったのか？分析・考察のための資料収集を行なった。

例）新核燃料税の導⼊過程



３．成果 （3）3.11直後の県⺠の声を追う

u 論⽂「3.11直後の⻘森県政と原発関連施設の⼯事等再開
をめぐるポリティクスー県⺠の ‘声’ の⾏⽅」の執筆

u 問題意識
u 3.11により⽌まっていた県内の核関連施設（中間貯蔵施設を
含む）の⼯事や実験等が、その約1年後に再開して⾏ったこ
とをどう説明するか。

u 国の⽅針︖
u 県の⽅針︖
u ⽴地⾃治体からの要請︖
u 電⼒関連会社の判断︖
u 県⺠らの ‘声’ はどこへ︖

u 注⽬した点
u 選挙戦とその結果︓統⼀地⽅選（県議選、市町村議選 東通村、
⼤間町、六ヶ所村など）（4⽉）、県知事選（5-6⽉）、むつ市
⻑選（7⽉）、むつ市議選（9-10⽉）

u 様々な対話の機会︓原⼦⼒政策懇話会、県⺠説明会など
u 県議会／特別委員会（特に「⻘森県原⼦⼒安全対策検証委員
会」（委員⻑︓⽥中知・東京⼤学⼤学院⼯学系研究科教授））
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2011年3⽉から12年4⽉までの県政の動きについての年表
（出典︓⻄舘（2023︓77）からの抜粋



３．成果 （3）3.11直後の県⺠の声を追う

u 3.11 → ⼯事や実験等の中断 →︖ → 2012年1⽉再開（準備）へ
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・3.11後から約1年間における県民らの「表現の機会」（思考の選択肢、制度的機会等）は十
分だったか？また、県による「安全」に対する検証は、限られた意味での「安全」へ矮小化。

<県⺠らの声>

・不安／⼼配の声（各種
メディアより）
・「安全神話の崩れた」
「核燃に依存すべきでは
ない」「エネルギー政策
の転換（必要）」「もっ
と慎重に推進すべき」
（⼤坪・宮永2013）など
・「さよなら原発・核燃
3.11⻘森集会」（2012年3
⽉ 1700⼈参加）

＜選挙＞
・原発・核燃などはほとんど争点となら
ず（地⽅統⼀選、むつ市⻑選、市議選）
・「国の判断待ち」（三村）、「建設中
は継続、計画中は凍結」（⼭内）「反原
発」（吉俣）（知事選）

＜⻘森県原⼦⼒安全対策検証委員会＞
・11年6⽉〜11⽉までに計8回開催（東奥
⽇報の取材によると当初は7⽉終了予定）
・検証内容は、「国が指⽰した安全対策
等に対する事業者の対応と国の確認情
報」に対する検証。

＜県政へ直接伝える場＞
・「県⺠説明会」（11年7⽉11⽇から14⽇
まで、県内各都市で計7回開催。12⽉に再
度開催の必要性提起（議会）→開催なし。
・原⼦⼒政策懇話会（団体代表者や有識
者、専⾨家で構成）11年7⽉5⽇開催）

＜報告書提出11⽉10⽇後の県政＞
1）業者への追加対策の指⽰
2）議会対応︓市町村⻑らとの意⾒聴取、
県議会派意⾒集約
3）検証結果の精査（議員説明会など）
→知事「地元からの理解」と共に「了」。



４．今後の課題
u 収集した資料・データなどに基づく考察・分析を進め
ること
u 「下北の会」による質問状や申し⽴て内容と、むつ市
からの回答、についての検証。→地域住⺠の視点から
市政のあり⽅を検討する（市⺠科学の実践）において
重要な研究課題。

u 新核燃税導⼊に向けた動きの整理と考察。例えば、
１）いつどの時期に、２）何が議論されているのか
（されていないのか）、３）主要な関連アクターと
は、４）市⺠らの声はどのように検討されているか、
等

u 「下北の会」の活動に対して調査を続けること
u ヒアリングの継続、活動内容のフォロー
u 研究ノート等での整理

u 最新の動き（次⾴）を踏まえた、国-県-市町村の ‘連
動’ の様相への政治学的分析（中⻑期的課題）
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＜問題意識＞ 市民の不安や心配が
どこかに「置き去りにされている」ように
思われる。国・県政、下北地域の動きとそ
の関連を解明することを試みつつ、市民の
‘声’ や ‘沈黙’ がどのように発議されるのか
／されないのか、人々の思いの所在とその
行方を探りたい。

住⺠投票の実現に向けた直接請求運動（2003年）の事務局が置かれ
ていた場所（現在は⾃然⾷品）。右側に「下北の会」の張り紙が⾒
える。むつ市内、2022年6⽉筆者撮影。
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４．今後の課題
u 県政とむつ市等に関する最近の動き

u 県議選︓⾃⺠党議席減らすも過半数維持
（23年4⽉）

u むつ市⻑選
u 宮下宗⼀郎 ３選（無投票、22年5⽉）→知
事選へ向け辞職

u ⼭本知也新市⻑（23年4⽉〜）

u 新たな県政
u 宮下宗⼀郎当選、宮下県政（23年6⽉〜）
u 核燃サイクル協議会開催（23年8⽉）︓11の
確認と6つの要請

u ⾵間浦村
u 福島の除染⼟受⼊検討（23年3⽉〜）

u 上記を踏まえながら第22期（第21期
と同テーマ）での継続調査研究へ
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下北の会（「核の中間貯蔵施設はいらない︕下北の会」）
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むつ市議会HP（https://www.city.mutsu.lg.jp/gikai/）
リサイクル燃料貯蔵株式会社HP（http://www.rfsco.co.jp/）
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